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総事業費 千円

事務事業評価シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅵ 一般事務 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 28 産休病休代替等事務補助員雇用経費
会計 01 一般会計

款 02 総務費

基本施策 99 対象外
項 01 総務管理費

目 01 一般管理費

施　策
細目 104 人事管理経費

細々目 03 産休病休代替等事務補助員雇用経費

基 本 計 画 該 当 頁
担当部課

コード ０１０３００ 評価者
氏　名

山下　章光 連絡先
22 - 9605

行革大綱の重点事項番号 名称 総務部職員課 (内線) 2340

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

　事務補助員にかかる保険及び産休病休等による欠員を生じた職場への事務補助員配置にか
かる措置 　市業務が職員の産休病休により停滞することなく執行できるよう事務補助員で補うこと、及び事務補

助員の各種保険措置を講じることで雇用の安定を図り、市民サービスの円滑化をもたらす。

（※対象件数 ）

開始年度 平成 年度 関連事業

本
年
度
事
業
内
容

終了

職員課支弁事務補助員保険料支払い
事務補助員雇用保険料支払い
労働災害保険料支払い
職員課支弁分事務補助員賃金支払い

根拠法令・要綱等 地方公務員法・伊賀市臨時職員取扱規程年度 平成 年度

状
況
変
化
等

 必要最低限の代替職員を確保し、経費の支弁を行なっているところであるが、育休、病休、休職
等の職員が増加する傾向にあり、さらに、育児短時間勤務制度を導入することになれば、一層多
様な勤務形態が認められることとなるため、当該補填のための臨時的雇用が発生すると考えられ
る。

整

1

備内容

建設用地

事業実績

活動指標 単位
実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

職員課支弁事務補助員保険料支払い 人

H17 H18

21

H19

21

H20
3 規模・構造 目標 ― 目標 ―

事務補助員雇用保険料支払い 人

実績 28 実績 21

421 421
目標 ― 目標 ―

運営体制

労働災害保険料支払い 人

実績 268 実績 421

439 439
運営主体 目標 ― 目標 ―
　委託先 （ ）

職員課支弁分事務補助員賃金支払い 人

実績 383 実績 439

50 50
2 配置（予定）人員 人 目標 ― 目標 ―

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円 実績 67 実績 50

目標 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

H17 H18 H19 H20
目標 目標

実績 実績

目標 目標

評価
評価項目

必要性

ポイント 評価項目についてのコメント

有効性

達成度 4
　少子化対策という観点からは産休、育休の代替確保は不可欠であり、併せて病気等による欠勤・休職者についても期間が長期化する場合は考慮が必要であるため、それらに十分対
応ができたと考えられる。

効率性 4
　長期の常勤雇用者が増加したため延べ雇用人数は減少しているものの、金額的には昨年度より増加することとなったが、雇用単価を据え置き、業務の見直しによる経費削減に取組
んだことで十分な効果をあげることができたと考えられる。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

現状維持
　健康診断の受診徹底とメンタルヘルスケアの充実による病者の減少を目指すほか、事務改善を前提とした雇用期間の削減等の取組みが考えられるが、次世代育成の
面からは当然継続する必要があると考えられる。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

共済費 18,260 共済費 19,170 共済費 21,309 共済費 21,487
賃金 22,981 賃金 30,569 賃金 37,023 賃金 38,329

工事

進捗率
(％) 事業費計(A) 　 Σ 41,241 事業費計(A) 　 Σ 49,739 事業費計(A) 　 Σ 58,332 事業費計(A) 　 Σ 59,816

事業投入人員 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 48,441 56,939 65,532 67,016

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 41,241 49,739 58,332 59,816

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担 4,684 3,639 5,552 5,552
そ   の   他
一 般 財 源 36,557 46,100 52,780 54,264
計 41,241 49,739 58,332 59,816

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等


	代替賃金

